
 
     監 査 委 員 公 表 
 
監査委員公表第 ６ 号 
  平成26年3月25日付25長監第85号の監査結果の報告に基づき、措置を講じた旨の通知があ
ったので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の規定により、次のとおり公
表する。 
   平成26年７月11日 

長崎県監査委員 石橋 和正 
同    砺山 和仁 
同    溝口 芙美雄 
同    髙見 健 

 



２６総文第１３号  
平成２６年５月３０日  

 
 
 
長崎県監査委員  石橋 和正  様 
長崎県監査委員  砺山 和仁  様 
長崎県監査委員  溝口 芙美雄 様 
長崎県監査委員  髙見 健   様 
 
 
 
 
                                          長崎県知事  中村 法道  □印 
 
 
 
 

平成 25 年度財政援助団体等監査結果に係る措置について（通知） 
 
 
 
平成 26 年 3 月 25 日付け 25 長監第 85 号にて提出された監査結果の報告に基づき、 

 
 
別紙のとおり措置を講じましたので通知します。 
 
 
 
 
 
 



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：総務部　学事振興室

【長崎県公立大学法人】

（１）

　過年度の未納者3名の未収金回収にあ
たっては、元学生へ督促状を送付してお
り、未納者3名のうち2名については、少額
ではあるが毎年度、納付があっており、引
き続き回収に努めてまいります。
　また、残り1名については、平成26年2月
12日で消滅時効が到来したため、速やか
に債権放棄の手続きを行いました。

（２）

ア 　決算処理について（佐世保校）
　協定事業の負担金について、事
業が平成24年度に終了しているに
もかかわらず、翌年度に収益化して
いる。
　また、教育研究費について、教員
からの自己負担分を当年度の未収
金に計上せず、翌年度の雑益として
受け入れている。

ア　外部資金の収益化及び教育研究費予
算執行超過額の未収計上については、4
月中に当該処理を行っていましたが、そ
の後の処理がなされていないことが6月上
旬に発覚したため、会計監査人に相談の
上、翌年度（平成25年度）の収益として処
理を行いました。
　今後は収益化及び未収計上の処理につ
いては、複数の者で十分なチェックを行う
など事務処理の遺漏がないよう努めてま
いります。

イ 　立替払いについて（佐世保校）
　当法人会計事務取扱規程による
と、立替払を行ったときは、2週間以
内に立替払請求書を提出すると規
定されているが、当該期間を超えて
提出された請求書が認められる。

イ　立替払いについては長崎県公立大学
法人会計事務取扱規程に定めるとおり、
期間内に立替払請求書の提出が必要で
あり、改めて全教職員に対し規定の遵守
を通知するとともに学内会議でも周知徹
底を図りました。
　なお、やむを得ず請求期限を超える場
合には、請求遅延理由書の添付を求める
ようにいたしました。

ウ 　現金の収納について（シーボルト
校）
　当法人会計事務取扱規程による
と、20万円以内の収納した現金は7
日以内に金融機関等に預け入れる
と規定されているが、当該期間を超
えて現金で保管している。
　また、現金のままで長期間保有し
ているにもかかわらず、現金勘定を
省略し直接預金へ収納した会計処
理を行っている。

ウ　現金の収納については、長崎県公立
大学法人会計事務取扱規定に定めるとお
り、7日以内に金融機関に預け入れるよ
う、複数の者で十分なチェックを行い、事
務処理の遺漏がないよう努めてまいりま
す。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

  過年度未収金について（佐世保校）

  平成24年度末で、過年度の学生納付
金の未収金が、3件1,525,900円ある。
前年度に消滅時効の到来した15件
5,144,600円の債権放棄を行ったため、
大幅に減少しており、また新たな過年
度未収金は発生していない。
  しかしながら、回収対策としては、毎
年度1回文書による督促状・納付計画
書を送付しているのみで、その後の対
応が行われていない。
  引き続き回収に努めるとともに、未納
者の現状を把握し、債権の保全手続き
や時効中断の措置をとるなど適切な債
権管理を行うこと。

  会計処理について

指摘事項（団体）

監　査　の　結　果

  会計処理について、次のとおり是正
すべき点があるので、適正な処理を行
うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

エ 　旅行諸費の支給について（シーボ
ルト校）
　県内旅行の旅行諸費について、
当法人の職員旅費規程と異なる取
扱いをしている。

エ　旅行諸費について、職員旅費規程の
とおり支給するよう改めました。

（３）

ア 　委託契約の解除について（佐世保
校）
　当法人契約事務取扱規程による
と、債務不履行の場合には契約書
に違約金に関する事項を記載する
ようになっているが、学生会館機械
設備業務委託契約について、契約
期間の途中で契約を解除している
が、契約書に違約金に関する事項
を記載しなかったために、違約金を
徴収していない。

ア　庁舎等の警備については、警備員の
常駐配置及びセンサーによる機械警備を
行っておりますが、機械警備を設置してい
ない学生会館へ不審者が侵入したことか
ら、平成23年7月より同施設へ新たに機械
警備を設置いたしました。その際、契約書
に違約金にかかる項目を設定しておりま
せんでした。今後は、違約金の条項を入
れるなど契約書のチェックを十分に行って
まいります。

イ 　最低制限価格の積算根拠につい
て（シーボルト校）
　当法人契約事務取扱規程による
と、最低制限価格は予定価格の積
算の基礎となった労務数量等により
算出すると規定されているが、長崎
県立大学シーボルト校設備管理業
務委託について、規程に基づいて
算出していない。

イ　ご指摘の点については、契約事務取
扱規程の改正が行われた直後の入札に
おいて、改正内容が適切に反映されてい
なかったものですが、以降の入札におい
ては、規程に基づき適切に算出しておりま
す。

  契約事務について

　契約事務について、次のとおり是正
すべき点があるので、適正な事務処理
を行うこと。

指摘事項（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：企画振興部　地域振興課

【公益財団法人　雲仙岳災害記念財団】

（１）

　開館より10年以上経過し、入館者減少
に歯止めがかからない現状があることか
ら、これを打開するために、平成25年8月
より施設のあり方の検討を開始し、理事・
評議員、入館者アンケートやインターネッ
ト調査、従業員の意見等を把握して課題
の分析、改善策の検討を行い、災害記念
館を「島原半島世界ジオパーク」の中核拠
点として活用することなど、施設の魅力を
高めるためのリニューアルに向けて検討
を進めております。
　また、「あり方検討調査」でも整理された
運営やソフト面の課題についても、今後、
出来ることから順次取り組むこととしてお
り、体験型企画展としての「命を守る防災
体験」や、避難所運営疑似体験ゲーム（Ｈ
ＵＧ＝ハグ）、災害図上訓練（ＤＩＧ＝ディ
グ）の２つの防災体験プログラムなどにも
新たに取り組み、利用促進に努めることと
しております。

意見（団体）

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  施設の利用促進について

　平成24年度の雲仙岳災害記念館に
おける入館者数は、有料入館者、無料
入館者とも目標数を下回り、平成14年7
月の開館以来最低の入館者実績と
なっている。
　利用者数低迷としては、前年度に実
施した半額キャンペーンの反動に加
え、開館から10年以上が経過し、施設
自体の魅力、集客力の低下等によるも
のである。
　このため、有料ゾーン展示の大規模
リニューアルを含め施設のあり方見直
しの検討を開始しているところである
が、「島原半島世界ジオパーク」に果た
す役割を検討するなど、今後とも、施設
自体の魅力をより向上させ、利用促進
に取り組むべきである。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：県民生活部　生活衛生課

【公益財団法人　長崎県食鳥肉衛生協会】

（１）

ア 　退職給付引当金の算定について
　退職給付引当金が当法人の退職
手当支給規程に基づく要引当額を
下回っている。

ア　平成25年度補正予算により、退職手
当支給規程に基づく要引当額を引き当て
ました。

イ 　賞与引当金の計上について
　翌期６月支給分の賞与について、
支給対象期間が当期に帰属する支
給見込額を引当計上していない。

イ　平成25年度補正予算により、翌期６月
支給分の賞与について、支給対象期間が
当期に帰属する支給見込額を引当計上
いたしました。

ウ 　財務諸表に対する注記について
　財務諸表に対する注記に県から
交付されている補助金等の記載が
ない。

ウ　今後は、財務諸表に対する注記に県
から交付されている補助金等を記載いた
します。

（２）

　今後は、庁舎清掃委託契約について、
文書による伺等の意思決定行為を行った
うえで、見積徴取予定業者より見積書を
徴取し、適切な事務処理を行います。

  契約事務について

　庁舎清掃委託契約について、文書に
よる伺等の意思決定行為がないまま、
見積徴取予定業者より見積書を徴取し
ている。
　適切な事務処理を行うこと。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  会計処理について

  会計処理について、次のとおり是正
すべき点があるので、適正な処理を行
うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　福祉保健課

【社会福祉法人　長崎県社会福祉協議会】

（１）

　担当者の貸付金に係る変更契約につい
て認識不足でした。
　変更契約については平成26年度より、
契約締結時点で貸付金残高と契約書の
貸付金額を一致するようにいたします。

（１）

　契約締結時点での貸付金残高と一致し
ていない点については、担当者をはじめ
決裁段階においての認識不足により生じ
ました。
　今後は各々認識を再確認するとともに、
償還金の入金確認後、変更契約締結を行
うことといたします。また、貸付変更契約
の施行伺いにチェック項目を添付し、再発
防止に取り組んでまいります。

指摘事項（主務課）

  県からの貸付金に係る変更契約につ
いて

　県からの貸付金残高について、平成
24年6月15日付けで貸付変更契約書を
締結し、改めて貸付金額や償還方法等
を定めているが、同契約の貸付金額は
平成24年度の償還予定額(4,582万円)
が既に控除されており、契約締結後に
償還(4,582万円)をしているので、契約
締結時点での貸付金残高と一致してい
ない。
　契約締結時点での貸付金残高と契約
書の貸付金額を一致させること。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  県からの貸付金に係る変更契約につ
いて

　県からの貸付金残高について、平成
24年6月15日付けで貸付変更契約書を
締結し、改めて貸付金額や償還方法等
を定めているが、同契約の貸付金額は
平成24年度の償還予定額(4,582万円)
が既に控除されており、契約締結後に
償還(4,582万円)をしているので、契約
締結時点での貸付金残高と一致してい
ない。
　契約締結時点での貸付金残高と契約
書の貸付金額を一致させること。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　長寿社会課

【公益財団法人　長崎県すこやか長寿財団】

（１）

　公益法人会計基準に基づき、支給対象
期間が当期に帰属する賞与支給見込額
（1,281千円）について3月31日付けで賞与
引当金繰入額を計上いたしました。また、
平成26年度についても、賞与引当金繰入
額（1,400千円）を当初予算に計上しており
ます。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  賞与引当金の計上について

　翌期６月支給分の賞与について、支
給対象期間が当期に帰属する支給見
込額を引当計上していない。
　適正な会計処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　障害福祉課

【社会福祉法人 長崎県障害者福祉事業団】

（１）

　債権管理については、管理者が債権一
覧を作成し、担当者が事務処理を行った
後、突き合わせをする、二重チェックを行
うことといたしました。
　また、会計処理については、担当者の
処理後、管理者が必ず確認を行うことと
し、いずれもチェック機能の向上に努めて
おります。
　なお、会計処理については、さらに最終
的なチェックを税理士事務所に依頼し、会
計処理の誤り防止に努めてまいります。

（２）

　ヘリポート設計業務を土地開発公社へ
事務委任するに際し、施工伺（決裁文書）
には契約額の算定根拠を明確に記載して
おりませんでした。
　また、契約変更においても、変更の目的
や内容、及び変更額の算定根拠が記載さ
れておりませんでした。
　今後は、指摘事項を十分に踏まえ、契
約額決定・変更においては、算出根拠を
施行伺いに添付し、事務処理を行うことと
いたします。

  事務委任契約の算出根拠について

　ヘリポート設計業務にかかる事務委
任について、契約額の算出根拠が施
行伺に記載されていない。
　また、その後行われた契約額の変更
においても、同様である。
　適正な事務処理を行うこと。

指摘事項（団体）

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  未収金の管理及び会計処理について

　つくも苑診療所の療養費について、
請求漏れによる時効等により、平成24
年度決算において徴収不能額が発生
している。
　また、過年度において、療養費を一
般会計、特別会計に二重計上していた
ことなど会計処理の誤りにより、当年度
決算において未収金を減額している。
　適切な債権管理及び会計処理を行う
とともに、新たな未収金の発生防止に
努めること。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　障害福祉課

【一般社団法人　長崎県視覚障害者協会】

（１）

　当該ご指摘につきましては、平成26年3
月13日付けで「基本協定変更協定書」を
取り交わし、適切な業務となるように基本
協定書を変更しております。

（１）

　ご指摘の件につきましては、障害者手帳
発行の関係機関窓口に当センターの利用
案内を配布していただくよう依頼しており
ます。
 また、視覚障害者団体等の開催する会
合等においても当センターを紹介する機
会をいただいております。
  そのほか、点訳及び音訳された図書に
加え、利用者から要望のあった娯楽関係
CD等を蔵書として所蔵し、利用拡大を図
ります。
　引き続き利用者のニーズ把握、広報の
充実を図り、利用者の拡大に努めてまい
ります。

（１）

　当該ご指摘につきましては、平成26年3
月13日付けで「基本協定変更協定書」を
取り交わし、適切な業務となるように基本
協定書を変更しております。

意見（団体）

指摘事項（主務課）

  施設の利用状況等について

　平成24年度の長崎県視覚障害者情
報センターにおける図書・雑誌の貸出
数は前年度に比べ点字・テープ・ＣＤい
ずれも減少している。
　一方、インターネットによる視覚障害
者のための情報総合ネットワーク「サピ
エ」の利用者数は増加している。
　利便性の高い「サピエ」の利用者が増
加していることが、図書・雑誌の貸出数
が減少した一因と思われる。
　情報誌の発行、利用者・ボランティア
との三者懇談会の開催など利用促進
に取り組んでいるものの、引き続き利
用者のニーズ把握、広報の充実を図
り、利用者の拡大に努めるべきであ
る。

  基本協定書について

　長崎県視覚障害者情報センターに関
する基本協定書において、指定管理業
務の範囲が規定されているが、当該セ
ンターとしての業務ではないものも含ま
れている。
　十分協議のうえ、適切な事務処理を
行うこと。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  基本協定書について

　長崎県視覚障害者情報センターに関
する基本協定書において、指定管理業
務の範囲が規定されているが、当該セ
ンターとしての業務ではないものも含ま
れている。
　十分協議のうえ、適切な事務処理を
行うこと。

指摘事項（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　障害福祉課

【一般社団法人　長崎県ろうあ協会】

（１）

　銀行届出印と預金通帳を別々に管理す
ることといたしました。具体的には、銀行
届出印章の管理者をセンター長、預金通
帳の管理者を経理担当事務員と定めまし
た。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  内部統制について

　銀行届出印章と預金通帳が同じ場所
に管理されており、さらに職員2名が自
由に使用できる状況である。
　内部統制が働くよう適正に管理する
こと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部こども政策局　こども未来課

【学校法人　鶴鳴学園】

（１）

ア 　預かり保育推進事業補助金につ
いて
　所要経費のうち人件費の一部が
過大となっている。

ア　預かり保育推進事業費補助金に関し
て、人件費を再精査し、正しく修正した後、
県に実績報告書を再提出いたしました。

イ 　長崎県私立幼稚園子育て支援活
動推進事業費補助金について
(ア) 所要経費のうち、人件費の一
　　部が過大となっている。
(イ) 所要経費のうち、交通費として
　　報告しているものが、実際は講
　　師昼食代であり、計上額も過大
　　となっている。

イ　（ア）（イ）長崎県私立幼稚園子育て支
援活動推進事業費補助金に関して、所要
経費を再精査し、正しい実績額に修正し
た後、県に実績報告書を再提出いたしま
した。

ウ 　長崎県私立学校教育振興費補助
金（幼稚園）について
　実績報告書提出後、決算の数値
に変更が生じているが、県への修
正報告を行っていない。

ウ　長崎県私立学校教育振興費補助金
（幼稚園）に関して、変更が生じている経
費について正しく修正した後、県に実績報
告書を再提出いたしました。

（１）

ア 　預かり保育推進事業補助金につ
いて
　所要経費のうち人件費の一部が
過大となっている。

ア　預かり保育推進事業費補助金に関し
て、鶴鳴学園に所要経費等を再精査させ
た後、実績報告書を再提出させ、帳簿等
で確認を行いました。

イ 　長崎県私立幼稚園子育て支援活
動推進事業費補助金について
(ア) 所要経費のうち、人件費の一
　　部が過大となっている。
(イ) 所要経費のうち、交通費として
　　報告しているものが、実際は講
　　師昼食代であり、計上額も過大
　　となっている。

イ　（ア）（イ） 長崎県私立幼稚園子育て支
援活動推進事業費補助金所要経費等を
再精査させた後、実績報告書を再提出さ
せ、帳簿等で確認を行いました。

ウ 　長崎県私立学校教育振興費補助
金（幼稚園）について
　実績報告書提出後、決算の数値
に変更が生じているが、県への修
正報告を行っていない。

ウ　長崎県私立学校教育振興費補助金
（幼稚園）に関して、正しい数値に修正さ
せた後、実績報告書を再提出させました。

指摘事項（主務課）

  補助金の実績報告について

  下記補助金の実績報告について、次
のとおり是正すべき点がある。
　補助対象経費が補助基準額を上回っ
ているため、補助金額に影響はない
が、適正な事務処理を行うこと。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  補助金の実績報告について

  下記補助金の実績報告について、次
のとおり是正すべき点がある。
　補助対象経費が補助基準額を上回っ
ているため、補助金額に影響はない
が、適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　産業政策課

【長崎県商工会連合会】

（１）

  ご指摘を踏まえ、「長崎県商工会連合会
補助金等交付規定」に沿い、商工会から
の請求に基づき補助金を交付しておりま
す。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  間接補助金の交付について

　長崎県小規模事業経営支援事業費
補助金について、間接補助事業者であ
る商工会に対して長崎県商工会連合
会補助金等交付規程に規定されてい
る補助金等交付請求書による請求に
基づかずに補助金を交付している。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　産業振興課

【公益財団法人　長崎県産業振興財団】

（１）

　 未収金の回収については、未収企業の
経営実態に応じて、対象設備及び担保不
動産の売却による未収金への充当や、債
務者、連帯保証人に対する文書、電話、
訪問などによる督促等を行い、引き続き
早期回収に努力いたします。
　 又、制度利用企業への定期的な訪問活
動をさらに強化することで、経営状況を的
確に把握し、未償還事故の未然防止に努
めてまいります。

（２）

　今後、契約書作成の有無等を確認する
チェックリストを導入するなど、契約事務
について適正な事務処理を徹底してまい
ります。

（１）

　 今後とも、公認会計士による財務調査
を継続し、ベンチャー支援外部専門家委
員会の提言を踏まえ、投資先各社ごとの
実情に応じた最適な対応を行うとともに、
月１回実施している各企業に対する面接
等の回数を必要に応じて増やすなど、適
切な対応を図ってまいります。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  未収金について

　金融支援事業会計について、設備導
入等支援事業に係る未収金が平成24
年度末で154,067千円ある。
　前年度末より2,213千円減少している
が、これまで以上に未収金の早期解消
に努めること。

意見（団体）

 　ベンチャー投資企業の経営支援状
況について

　当財団が投資している企業は現在8
社である。
　各企業に対しては、毎年度、公認会
計士2名による財務調査、専門家によ
る事業内容分析等を実施するなど経営
状況の把握に努め、ベンチャー支援外
部専門家委員会の提言に基づき、対
応している。
　しかしながら、投資企業8社のなかに
は、事業活動を停止している企業や、
業績が低迷し早急に利益が上がる見
込みが薄い企業など厳しい状況となっ
ているものがある。
　今後とも適切な対応を図っていくべき
である。

指摘事項（団体）

  契約事務について

　当財団の財務規程では、250万円を
超える契約については、契約書を作成
しなければならないが、契約額が315万
円にもかかわらず、請書での契約と
なっているものがある。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　商工金融課

【長崎県商工会連合会】

（１）

  ご指摘を踏まえ、「講師・委員等の謝金
等に関する基準」を改正し、当該基準に基
づき支出を行っております。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

  謝金の支出根拠について

　長崎県倒産防止特別相談事業費補
助金の対象事業である倒産防止特別
相談事業について、当法人が内規とし
て定めている金額と異なる金額を弁護
士へ謝金として支出しており、実態と相
違している。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：農林部　諫早湾干拓課

【財団法人　諫早湾地域振興基金】

（１）

　平成26年1月1日付けで「調査研究事業
支出等取扱要領」および「会計処理・契約
等フロー」を定め、周知を図ったところであ
り、今後は書面による発注を徹底するとと
もに、会計処理や契約事務の適正化に努
めてまいります。

（２）

　公益財団法人への移行にあわせ、勘定
科目に賞与引当金の科目を加えるよう会
計に関する規程等を全て改正するととも
に、平成26年度当初予算において賞与引
当金を計上いたしました。今後も会計処理
の適正化に努めてまいります。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

 工事の発注について

　調査研究事業の工事を地元の漁業
協同組合に実施させ、同組合から提出
された事業完成報告書に基づき、要し
た事業費を支出しているが、同組合に
対する工事の発注は口頭のみで行わ
れており、発注内容等を証する書類が
作成されていない。
　適正な事務処理を行うこと。

 賞与引当金の計上について

　翌期６月支給分の特別手当（賞与）に
ついて、支給対象期間が当期に帰属
する支給見込額を引当計上していな
い。
　適正な会計処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：農林部　林政課

【公益社団法人　長崎県林業公社】

（１）

ア 　販売用資産額の算出について
　次年度販売予定の林齢46年生以
上の森林資産を販売用資産として
計上しているが、対象ではない林齢
46年生未満のものも含めた平均単
価を用いて、その価額を算出してい
る。

ア　販売用資産の対象である林齢46年生
以上の森林資産を抽出して算出すること
とし、適正な会計処理に努めてまいりま
す。

イ 　売上原価の計上について
　販売した林齢46年生未満の森林
について、売上原価を計上していな
いものがある。

イ　当該森林の次回の販売時において対
応いたします。
　今後は、複数人での表間突合を徹底し、
計上漏れがないように努めてまいります。

ウ 　正味財産増減計算書の事業費区
分について
　正味財産増減計算書で、直接経
費として計上すべき｢運搬費｣｢荷役
費｣等について、｢間接事業｣の「販
売経費」に計上している。

ウ　 ｢運搬費｣｢荷役費｣等は、直接経費と
して計上することといたします。

（２）

ア 　予定価格について
　当公社経理規程により契約を締
結しようとする場合は、契約の予定
価格を決定しなければならないが、
複合機のリース契約等において決
定していない。

ア　経理規程に基づき、予定価格の決定
を行い、適正な事務処理に努めてまいり
ます。

イ 　仕様書について
　複合機のリース契約について、仕
様書を書面で示さずに見積書を徴
取し、契約を締結している。

イ　複合機のリース契約等については、仕
様書を書面で示して、見積書を徴取する
ことといたします。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  会計処理について

　当公社では林業公社会計基準を適
用しているが、次のとおり同会計基準と
相違する取扱いが認められるので、適
正な会計処理を行うこと。

指摘事項（団体）

  契約事務について

　契約事務について、次のとおり是正
すべき点があるので、適正な事務処理
を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

（１）

　平成25年度は、木材価格の上昇及び間
伐量の増加、未利用材の販売推進等の
収支改善策を講じた結果、販売収入の増
加を見込んでおります。
　今後とも、木材価格の動向や行政の支
援制度の改廃など、経営環境の変化を踏
まえて、更なる経営合理化や収益向上策
の検討に努め、積極的に収支改善に取り
組んでまいります。
　また、国策により林業公社が奥地林等
の森林整備を担ってきた経緯を踏まえ
て、国・県等に対し、林業公社の経営安定
化に資する支援策を要望してまいります。
　なお、国・県・市町の効果的な施策につ
いては、今後とも積極的に活用してまいり
ます。

  経営状況について

　平成24年度正味財産増減計算書で
は、経常収益が678,899千円、経常費
用が851,693千円で森林資産勘定振替
前当期経常増減額は△172,794千円で
ある。
　当公社は平成16年度に策定された第
6次経営計画（平成17～76年度までの
60年間の事業計画並びに経営改善計
画）を平成22年度に見直し管理費の削
減、分収林契約の変更、生産コストの
縮減などに努めている。
　しかしながら、平成22年度に見直した
第6次経営計画では、様々な改善効果
を考慮しても、計画最終年度の平成76
年度には最終収支は56億円の欠損金
を見込んでいる。
　木材価格の回復は不透明なため、今
後も、積極的に経営改善に取り組む必
要がある。
　また、経営安定化には公社の自助努
力だけでは限界があり、国・県・市町の
公的支援は不可欠であるため、国等の
施策を積極的に活用していくべきであ
る。

意見（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　道路建設課

【長崎県道路公社】

（１）

ア 　未収金の計上方法について
　平成24年度に計上した未収金は
平成25年1月～3月に発生した350
円のみであり、平成24年4月～12月
に発生した1,600円については、回
収可能性が低いということで未収金
として計上しておらず、収入としても
認識されていない。

ア　平成25年10月分の実績から、通行料
金未納車両台帳及び総括表を整備し、月
次報告書に添付し供覧することにより現
状把握しており、収入として計上し、収納
不能の場合は雑損処理いたします。

イ 　未収金の処理について
　当年度末に計上した未収金につ
いては、平成25年度期首に「貸倒損
失処理」を行っているが、費用の計
上ではなく、道路料金収入の減額に
より処理している。

イ　平成25年度未納回収金については、
全て未収金として計上し、入金があった時
点で未収金の消し込みを行い、未回収分
については、平成26年度末決算で雑損処
理を行います。

（２）

ア 　契約の方法について
　コピー機のリース契約について、
予定価格が会計規則で定める額を
超えているため競争入札により調
達すべきところ、見積合わせにより
調達している。

ア　道路公社の会計規則により、物件の
借入の随意契約限度額は、80万円であ
り、今後は入札により調達を行います。

イ 　見積書の徴取について
　ラジオコマーシャル年間放送契約
について、相手方から見積書を徴
取するに当たり、見積執行通知書を
送付しておらず、また、仕様書も示
されていない。

イ　今後、見積執行通知書を仕様書と併
せて送付することとし、適正な処理を行い
ます。

ウ 　契約書の作成の省略について
　契約書の作成の省略について
は、会計規則上、「簡易な契約」の
場合に限り認められているが、「簡
易な契約」についての定義が行わ
れていない。

ウ　会計規則の修正手続きを行い、250万
円以下の契約といたします。

エ 　契約変更時の見積書徴取につい
て
　区間延長に伴う業務委託契約の
変更（委託料の増加）については見
積書を徴取すべきであるが、自ら提
示した金額により施行している。

エ　次回より見積執行手続きを行い、見積
書を徴取し適正な処理を行います。

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  契約事務について

　契約事務について、次のとおり是正
すべき点があるので、適正な事務処理
を行うこと。

  未収金について

　道路通行料金の未納車両に係る未
収金について、次のとおり是正すべき
点があるので、適正な会計処理を行う
こと。

指摘事項（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

オ 　契約書記載事項の遵守について
　道路料金収受監視等業務委託契
約について、契約書に記載された下
記事務が履行されていない。
(ア) 年度別、月別資金計画書の承
　認
(イ) 徴収員等の制服の承認
(ウ) 交通管理及び清掃業務の実施
　状況についての検査及び検査結
　果の通知

（ア）　平成25年11月14日付けで承認書を
提出いたしました。

（イ）　業者より承認願いを提出させて、平
成25年11月20日付けで承認いたしまし
た。

（ウ）　当月の月次報告による報告を受け
て、検査を行い通知を行うことといたしま
す。

（３）

　今後、現金収入伝票を切ることにより、
現金出納簿と現金残高を一致させます。
　翌営業日に金融機関へ入金し、預金に
振り替える処理を行います。

（４）

　平成25年度決算から固定資産として計
上いたします。

（５）

　平成25年度決算で退職引当金を前期損
益修正損として計上し積立不足を修正い
たします。

（６）

　今後、各公社間で請求等の行為を行う
場合は、双方代理とならないよう、理事長
が常務理事に請求にかかる代理権を委
任して、常務理事が請求を行うことといた
します。

　３公社（長崎県道路公社、長崎県土
地開発公社、長崎県住宅供給公社）兼
務の役員及び一部職員の人件費、弁
護士報酬等の３公社の共通経費につ
いて、平成24年度末に３公社間で請求
書による精算が行われているが、理事
長が３公社を兼務しているため請求者
と請求相手が同じであり、双方代理と
なっている。
　適正な事務処理を行うこと。

  現金の適正な管理について

　銀行への預け入れまでの間一時的に
事務所内で保管している回数券販売
代金について、現金出納簿に記帳して
いないため、現金出納簿と実際の現金
残高が一致していない。
　万一の事故防止のため、現金は適正
に管理すること。

  工事の前金払に係る会計処理につい
て

指摘事項（団体）

　ながさき女神大橋道路維持改良工事
について、平成24年度に前金払をして
いるが、前金払相当額を当年度の費用
として計上している。
　当年度においては引渡しがなく未竣
工であり、また、本工事はそもそも転落
防止柵の新設であるので、当年度の前
金払は建設仮勘定等で計上したうえ
で、完成時に資産の増加として処理す
ること。

  退職手当引当金の算定について

　退職手当引当金が関係諸規定の適
用誤りにより要引当額を下回っている。
　適正に計上すること。

  双方代理について



項　　　目 講　じ　た　措　置

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

（１）

　今後とも、道路の安全性に配慮しなが
ら、耐用年数を延ばすために、施設のメン
テナンスを強化いたします。また、定年退
職者の補充を再雇用による任用や嘱託職
員で補うこと等により、なおいっそうの経
費節減に努めてまいります。

  経営状況について

　当団体が現在管理運営している4路
線のうち、平成24年度の通行台数にお
いて、計画台数を上回っている路線は
2路線のみであり、残りの2路線は計画
台数を下回っている。
　また、収支状況では、計画以上に償
還準備金を繰り入れている路線は2路
線で、残りの2路線は計画を下回ってい
る状況である。
　なお、当年度末までの償還準備金累
計額全体での計画比率は、101.0％と
なっている。
　今後とも、道路施設の安全性にも配
慮しながら経費節減等を行い、経営改
善等に努めるべきである。

意見（団体）



 

 

                            ２ ６ 教 総第５７号 

                                                   平成２６年５月３０日 

    

 長崎県監査委員  石橋 和正  様 
 長崎県監査委員  砺山 和仁  様 
 長崎県監査委員  溝口 芙美雄  様 
 長崎県監査委員  髙見 健  様 
 

 

                                  長崎県教育委員会委員長 野中 彌三  印  

 

 

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置について（通知） 

 

平成２６年３月２５日付２５長監第８５号の監査結果の報告に基づき、別紙のとお

り措置を講じたので通知します。 

 

 

 

 



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：教育庁　生涯学習課

【西彼青年の家施設運営協会】

（１）

　指定管理者において、学校・地元市町
教育委員会に対する施設利用の働きか
けや過去に実施した主催事業の随時見
直し、ホームぺージやチラシ等による広報
活動など、利用者確保に向けた取組を随
時行っております。
　今後も引き続き、施設の利用促進の取
組を行い、新たな利用者の獲得やリピー
ターの確保に努めてまいります。

意見（団体）

平成２５年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

  施設の利用促進について

　平成24年度の長崎県立西彼青年の
家における利用実績は夏休み期間中
に大口のキャンセルがあったことに伴
い、前年度より減少しており目標利用
者数を下回っている。
　引き続き、設定した目標に向けて利
用促進の取り組みを行うべきである。


